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ベトナム水産業の発展メカニズム
――養殖エビを中心とする輸出指向型水産業の成立過程――

〔要　　　旨〕

１　ベトナムの水産物輸出は養殖エビを中心に近年大きく伸びており，同国の基幹的な外貨

獲得産業となっている。輸出先はかつては日本向けが中心であったが，2000年以降は米国，

EU向けが大きく伸び，世界的な水産物輸出国としての性格を強めている。

２　ベトナムで養殖業が本格化するのは90年代後半以降であるが，この背景には沿岸漁業で

の資源制約の強まりがある。ベトナム政府は，養殖業の振興とともに海面漁業では沿岸か

ら沖合へとシフトさせる政策をとっている。

３ ベトナムでのエビ養殖は，広大な汽水面，内水面を利用した零細で粗放的なものが主で，

生産性は低いが集約的養殖に比べると持続性が高いものである。一方で，安定供給，安

全・衛生基準の徹底等には課題が残っている。

４ 90年代後半以降，米国，EUなどのエビ輸入量が拡大することで輸入市場のグローバル

化が進み，他方，これに連動する形でベトナムや中国のような新興のエビ輸出国が台頭し

た。また，エビ市場のグローバル化とともに，エビ価格下落→米・EUでの消費拡大→生

産増の拡大サイクルがみられる。

５　日本のエビ輸入量はバブル崩壊後飽和状態にあるが，調整品の輸入量は増大基調が続い

ている。ベトナムは04年以降，日本の最大のエビ輸入先であり，調整品でもタイに次ぐ地

位にある。

６　先進国を中心に水産物消費の増勢が定着化する動きをみせており，ベトナムの水産物輸

出はまだ拡大の余地は大きいとみられる。また，水産物価格は欧米を中心にした強い需要

により昨年以降上昇しており，国際市場において日本が「買い負ける」現象が起きている。

水産物の国際商品化が進むなかで，日本の水産物輸入は今後変化を余儀なくされてくる可

能性が生まれている。
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ベトナムはアジア有数の農業国であると

ともに，南北３千kmを超す長い海外線，広

大な内水面及び汽水域を持つ水産国でもあ

る。

ベトナムでは養殖エビを中心とする輸出

が近年急速に拡大し，基幹的な外貨獲得産

業となっている。ベトナム水産業の発展は，

日本向け輸出をベースに成長してきたもの

であり，現在も日本が最大の輸出先である

が，一方で2000年以降米国，EU向け輸出

が飛躍的に伸びており，ベトナムは世界的

な水産物輸出国としての性格を強めてい

る。

本稿は，ベトナム水産業が輸出

産業として発展していくメカニズ

ムについて，養殖エビを中心に分

析を行ったものである。

（１） 輸出産業として高成長する

水産業

ベトナム経済は00年以降，成長
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の加速傾向が強まっており，05年は実質

GDP成長率（暫定値）で8.4％を記録，近年

東アジアでは中国に次ぐ高いレベルを維持

している。

成長のエンジンである輸出のなかで水産

物の占める地位をみると，その輸出額は

年々着実に伸びており05年は27億ドル，品

目順位で第４位，コメやコーヒーなど世界

的に知られているベトナム農産品を大きく

上回っている（第１表）。

ベトナムの水産業の発展は，端的には養

殖エビの生産・輸出拡大に牽引されたもの

であり，エビが水産物輸出の約７割を占め，

その輸出先は日・米・EU向けが大半を占

めている。
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１　ベトナム水産業の概観
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第1図　ベトナムの農林水産業の 
   実質成長率の推移 
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第2図　ベトナムの水産物生産量の推移 

漁獲 

養殖 

このような水産物の輸出パターンは，農

産品のケースと相当異なったものである。

ベトナムの農産物は，コメに代表されるよ

うに国際市場での大きな地歩を築いたが，

品質の低さや輸出先が途上国に偏している

こと等から，数量的な著しい増加に比して

所得は伸び悩んでいる面があり，こうした

輸出環境の違いを強く反映し，農・水産業

の成長性格差は00年以降に大きく広がって

いる（第１図）。

（２） ベトナム水産政策の展開

ベトナムの水産物輸出は，70年代後半の

急激な集団化が転換され，ドイモイ以前の

80年代初頭に，国営水産企業にも生産・輸

出の自主性と経営請負制が過渡的ながら導

入されたことを契機にしている。このよう

な変化を受けベトナムの水産業は輸出産業

化し，原油輸出が開始される以前の80年代

半ばにおいて水産物が最大の輸出品目とな

った。

しかし，この時期の輸出はエビも含めて

沿岸漁獲がほとんどであり，養殖を全面に

出した輸出政策が示されるのは90年代後半

に入ってからであった。96年に開催された

第８回党大会において「工業化・近代化」

路線の下，より付加価値の高い水産物輸出

が提唱され，こうした方針に沿って水産業

に関する重要な振興戦略が打ち出された。

養殖が政策的に推進されてくる背景に

は，沿海漁業での資源枯渇が強まり，養殖

の拡大なしに水産物輸出の拡大が難しいと

いう実態がある（第２図）。海面漁業につ

いては，97年に沿岸漁業の資源管理強化と

沖合漁業へのシフトを推奨する「沖合漁業

開発計画」が発表されている。こうして90

年代後半には，水産業を経済的発展性の高

い分野として重視しつつ，第一に養殖業，

次いで沖合漁業の開発を進めていく政策が

明確化された。

2006～2010年を対象に今年策定された

「水産業発展マスタープラン」では，2010

年での水産物輸出額目標を40億ドル，水産

セクターで470万人の雇用（03年で漁獲102

万人，養殖248万人），総生産量は350万～
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400万トンでそのうち養殖が210万トンと見

込んでおり，海面漁業は資源制約の強いな

かで，引き続き養殖を中心にした水産業の

発展が期待されている。

（３） 沿岸漁業で強まる資源制約

ベトナムの海域は多くが熱帯域に位置す

ることから，魚種は豊富であるものの小型，

生活環の短い魚種が多く，商業的価値の高

い漁獲は限られている。他方で，漁船の８

割近くは沿岸漁業に従事しており，人口増

や漁船数の増加も伴って，漁業資源の維持

可能なレベルをはるかに超えた漁獲圧力が

かかっているのが実状である。

漁船数と能力（馬力数）は90年代以降増

加傾向にあり，特に00年以降急激な伸びを

示している。漁獲能力の増強は，もっぱら

小型の動力付き漁船の増加であり，漁業資

源管理の未整備とも相まって，結果として

沿岸漁獲に一層の圧力をもたらし，漁業資

源の枯渇と著しい生産性の低下の悪循環を

招いている。
（注１）

水産省傘下の海面漁業研究所

（RIMF）によると，１馬力当たりの漁獲量

は85年の1.11トンをピークに減少を続け，

03年には0.35トンまでに低下している（第

３図）。

水産資源の減少も著しく，同じくRIMF

の最近の推計では，ベトナムの魚類資源量

は307万トン／年，再生産可能な漁獲可能

量（TAC）は143万トン／年だが，これは97

年のそれぞれ418万トン／年，167万トン／

年に比べ大きく減少しており，特に最大の

漁場である南東部では半減に近い値となっ
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ている。現状，04年の海面漁獲量（暫定値）

172万トンはTACをはるかに超えており，

科学的にみて持続可能な水準を上回る状態

が続いている。

政府は前述「沖合漁業開発計画」に沿っ

て，漁船の90馬力までへの増強，近代的漁

船設備や効率的な漁具の導入等を支援して

いるが，沖合漁業への展開は必ずしも順調

に進んでいないのが実状である。予算の制

約に加え，沖合漁船の船価が高いこと，ま

た南部などでは沖合でも水深が浅いため雑

魚が多く価値の高い魚が少ないこと，さら

に漁場管理など資源管理のシステム未整備

なこと等が障害になっている。

ただし，中部以北での沖合深海マグロ漁

は比較的うまくいっているとされる。この

海域ではキハダマグロ，メバチマグロが獲

れ，水産省もベトナムのマグロ資源の豊富

さと輸出価格の高さから，今後マグロの漁

獲・輸出の拡大を図る方針である。

（注１）ベトナムでも漁獲能力規制（input con-
trol）は存在するが，漁具のサイズやタイプを大
まかに規制しているだけで，実効性を伴ってい
ないとされる。また，漁船登録制度，漁業ライ
センス制度（船のサイズにより手数料納入）は

資料　RIMF
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第3図　漁船の総動力と漁獲生産性の推移 

生産性（右目盛） 

総動力 
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存在するものの，多くの場合無視されているの
が実態とみられる。さらに漁獲割当制度に相当
するものが無いため，漁民は自由にどの海域で
も操業できる。科学的で信頼できる漁業資源，
漁獲データの不足も広く指摘されており早急な
整備が待たれる。

（１） ベトナムの養殖業

ベトナムは南部のメコンデルタを中心に

養殖に適した広大な内水面，汽水面を有し

ており，その総面積は約170万haに及ぶと

される。近年，養殖エビが輸出産業として

急速に発達するにつれて，養殖面積も年々

増大しているが（05年で推定約100万ha），

依然として養殖の開発余地は大きいとみら

れており，その高い収益性と相まって今後

も養殖の拡大は続くと予想される。

ベトナムでは養殖が産業として確立する

以前から，メコンデルタ沿岸で生簀
い け す

を利用

した小型のエビ養殖が伝統的に行われてい

た。70年代に入るとより大型のエビを養殖

するようになったが，本格的にエビ養殖が

開始されるのは，タイからブラックタイガ

ーの養殖技術が導入された90年代半ば以降

のことであり，輸出の拡大により00年以降

生産が急増している（第４図）。

ベトナムの輸出向け養殖はエビが中心だ

が，近年メコンデルタ流域ではナマズ養殖

が輸出向けに急速に伸びている。ナマズ養

殖は，03年には20万トンを超え養殖全体の

２割程度を占め，また近年，白身魚は世界

的に不足しており，価格も上昇しているこ

とから，ベトナム政府は淡水魚の輸出可能

性を有望視している。

（２） メコンデルタのエビ養殖

エビ養殖は海水と淡水が混合する汽水地

域で主に行われているが，その面積は近年

急拡大しており，04年（暫定値）で59.7万

ha，その９割近くがメコンデルタ沿岸地域

（ソクチャン省からカマウ省が中心）に集中

している。最大の面積を有するのがベトナ

ム最南端に位置するカマウ省で，その養殖

面積は10年前に比べ２倍以上の25万haに達

している（１戸当たりでは平均３ha程度の経

営規模）。

エビ養殖の拡大は，その高い収益性が大

きな動機であるが，利益に強く感応するベ

トナム農民の行動や能力も重要な要因とい

えよう。Vietnam News（05年12月11日）

によると，カマウ省のあるエビ養殖農家は

01年に水田を養殖池に転換し，現在は３ha

経営で年間５億ドン（約31,250ドル）の利

益を上げている（通常養殖エビは南部では２

回収穫）。また，筆者が訪問したアンザン

２　ベトナム養殖業の発展

資料　第１表に同じ 
（注）　０４年（Ｐ）は暫定値。 

８０ 
（万トン） 

３５ 
（万トン） 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

３０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 
９０ 
年 

９２ ９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ 
（Ｐ） 

第4図　養殖魚と養殖エビの生産量の推移 
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省ロンスエンの淡水エビ養殖のケースで

は，雨季田利用の年１回の収穫でha当たり

4,500万ドン（約2,800ドル）の収益であった

（この地域での平均経営面積は２ha）。

メコンデルタでのエビ養殖形態は多様で

あるが，その多くは小規模生産者によるも

ので，デルタの氾濫原を利用し，稚エビは

使用するが給餌無しの粗放的養殖が多い。

稚エビはベトナム沖合からインドネシア沖

で親エビを捕獲し，それを人工孵化させた

ものを利用するのが一般的である。粗放型

の場合，年収量は200kg／ha程度と低いが，

池の建設費，運営費が安価なだけに小農か

らの参入も比較的容易である。
（注２）

全体としてみると，ベトナムのエビ養殖

方法は粗放型（改良型も含めて）が９割程

度を占めており（FAO 2005），数年で池が

汚染され次々と移動する集約型に比べ持続

性は高いといえる。ある日系大手水産会社

は「カマウ省はエサ，薬を与えておらず，

環境汚染がないぶん今後も大丈夫である，

南部の粗放養殖は強い」とみている。

（注２）粗放型に対して，人工飼料・肥料を利用し
ポンプで水管理するのが「半集約型」であり，
さらに「集約型」では小区画に高密度にエビを
養殖し，綿密に化学薬品投与，池管理を行い，
水中酸素を補給するため曝気装置を必要とする。
半集約型で1.5～２トン／ha程度，集約型の場合，
収量は２トン以上，５～７トンに達するものも
あり，ベトナムでは主に中・北部で一部行われ
ている。

（３） エビ養殖の問題

ベトナムの水産養殖は，①タイ，中国よ

りも安価な労働力，②天然に近い粗放型養

殖が多いことが優位点であるが，反対に①

原材料の調達懸念，②安全・衛生基準に対

する理解が不十分，③電気や道路などのイ

ンフラ未整備などがマイナス面として指摘

できよう。粗放型の強みと弱みは表裏をな

しており，マイナス面は零細経営に起因す

る投資負担力の低さや技術・情報の不足等

が主に加工部門とのコーディネーションに

問題を生んでいるといえる。

養殖エビの流通は，養殖農家から仲買人

が選別し買い取り，一次保管も行い加工業

者に販売するのが一般的で，生産者が零細

なため買い取りは数kg単位の小ロットが通

常である。また，養殖段階では，同一地区

のなかに粗放型，集約型等が混在しトレー

サビリティは困難である。各生産者での稚

エビの購入先は様々であり，集約型の場合

も餌，薬品使用は十分に管理されていない。

さらに，粗放型養殖では気象条件の影響が

生産量の変動に直結しやすく，また養殖池

は水路でつながっているため病気の発生が

他に伝播するリスクも高い。

こうした状況から，加工段階での原材料

の不足，価格の大きな変動，安全基準の問

題が起きやすい。原材料不足は加工企業の

処理能力が大きく拡大したためでもあり，

原材料調達の安定化のために加工業者自ら

が養殖や海面漁業へと進出する事例も増加

している。

養殖生産の問題としては，環境への影響

も無視できない問題であり，行き過ぎた開

発が生態系に与える影響，持続可能な養殖

についての懸念が強いのも事実である。マ

ングローブ林伐採による新規のエビ養殖池



の開発は現状一応禁止されているが，他方

で近年は養殖に伴う環境汚染の問題が指摘

されるようになっている。
（注３）

例えば，エビ養殖池の多くは水資源が適

切に管理されておらず，沿岸部で堤防を破

壊し養魚地に塩水を引き込む結果，塩分濃

度が上昇し，これが稲作の水利システム全

体にマイナスの影響をもたらし，ひいては

生態系，環境悪化からエビ養殖にはね返る

形で病気の発生等に至る悪循環が指摘され

ている。

（注３）森林・生態系破壊に対する反省から，90年
代に入り結合型（ベトナム語では「林・水産結
合型」（Lam Ngu Ket Hop)）と呼ばれる養殖
形態が政府主導で導入が始まった。結合型は，
養殖池内部の既存林伐採を禁ずるとともに，粗
放型，半集約型養殖池に植林することで環境と
の調和に配慮したものである（多屋勝雄（2003））。

（４） エビの加工・輸出企業

80年代から90年代初頭まで，ベトナムの

水産物加工・輸出業は水産省傘下の国営企

業「海産物輸出入公団」（SEAPRODEX）

が独占していた。しかし，94年に民間やそ

の他の国営企業にも直接輸出が認可される

と，それ以後輸出業者，加工業者の数は新

規参入によって大きく増加した。

現在，水産物加工業は省の国営企業と民

間企業が中心となっており，加工施設はメ

コンデルタ地域に集中している。一般に民

間企業の方が，意思決定が早く市場の変化

に柔軟に対応して成長が早いが，国営企業

も５年位前から民営化が進んでおり，現在

は政府出資が30％程度残るものの，大半が

株式会社化されており民間に近い経営形態

をとっている。

ベトナムでは加工企業の自由化が実態と

して比較的早期に浸透し，市場競争環境の

下で，「海外の輸入業者がベトナムの加工

業者を育てる」関係が構築されたといえる。

また，ベトナムの水産物加工企業は，地場

資本が中心であることも特長であり，主に

日本からの技術指導，生産委託を経営内部

に取り込んでいく高い能力を備えていたと

いえる。

Vietnam News（06年７月７日）によると，

ベトナムには439の加工施設があり，うち

300がHACCPに対応しており，また170以

上（ここ数か月以内に200を超える予定）が

EUへの輸出基準を満たしているという。

01年以降，政府はすべての水産物加工企業

にHCCP取得を指導している。

（１） 90年代後半以降のエビ市場の構図

これまでベトナムの養殖エビが大きく伸

びる国内的な要因についてみてきたが，そ

の潜在性を開花させた輸出市場との関係に

ついてみてみたい。

エビの貿易は，かつては主に東南・南ア

ジアで漁獲されたエビが，日本，韓国，香

港等へ輸出されるというアジア域内での垂

直的な貿易フローが中心であった。冷凍エ

ビ（新鮮・チルド含む）の輸入量をみると，

バブル期から90年代前半までは日本が世界

最大の市場として，とりわけアジアのエビ
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３　エビ市場のグローバル化と

ベトナムの輸出



輸出国に対し圧倒的な存在感を持ってい

た。

しかし，日本の輸入量が90年代後半以降

に減少する一方，米国のエビ輸入は年々増

加し97年に日本を上回り，現在では日本の

２倍以上の市場規模を持ち，国際的なエビ

価格形成の主役となっている（第５図）。

EUについても，EU域内からの輸入が多く

含まれているものの，域外輸入も着実に増

大するようになった。

米国，EUという巨大なエビ輸入市場の

出現は，通商自由化の流れも手伝って，ベ

トナムや中国など新興の養殖エビ生産国の

供給力と輸出増を大きく誘発するととも

に，エビの貿易構造をよりグローバルなも

のへと変貌させた。

また，同時に注目したいのは，エビ市場

のグローバル化の進行と傾向的な価格下落

が並進した点である。90年代後半以降，養

殖エビ市場のグローバル化の構造を概念的

にまとめると第６図のように描けるだろう。

米国の冷凍エビの輸入価格推移をみる

と，00年前後を境に大きく反落し，ピーク
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時の12ドル／kg超から，６ドル前後と約半

分に下落した（過去10年間の物価上昇率

＜GDPデフレーター＞26％を考慮すると下落

幅はさらに拡大する）（第７図）。

米国の場合，もともとエビの食習慣があ

るなかで，価格の下落は１人当たりの消費

増加につながった。FAOのデータから米

国の１人当たり年間消費量をみると，エビ

等の甲殻類（94年3.2kg→03年4.7kg），淡水

魚（同左2.1kg→3.1kg）は着実に上昇し，同

期間の約2,700万人の人口増を伴って輸入

を押し上げた。また，ウォルマートのよう

な大手スーパー等が安定供給の点で，輸入

養殖エビの買付けを増やしたことも輸入増

の一因となった。

生産量の拡大 

資料　筆者作成 

第6図　エビ市場のグローバル化メカニズム 

価格下落 アンチダンピング, 貿易摩擦 

消費量の拡大 

新興養殖国の参入 
（後発市場経済圏） 

健康志向・ 
魚食消費 

もともと低い関税障壁 
WTO・EPAの進展 養殖技術の標準化 

集約型養殖の普及 
バナメイ種の開発等 

資料　FAO “Globefish” Oct ２００５から作成 
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第5図　日・米・EUのエビ輸入量の推移 
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第7図　米国の輸入水産物価格の推移 
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欧州についても，国による食習慣の違い

が大きいものの，エビ・魚食文化のある国

では，基本的に米国と同様な輸入増加メカ

ニズムが作用しているといえよう。

（２） ベトナムの輸出急増とAD問題

ベトナムの米国向け水産物輸出は，95年

の国交正常化以後徐々に伸びていたが，99

年の輸出額は1.3億ドルと日本向けの３分

の１程度に過ぎなかった。しかし，01年に

米越通商協定の発効により，ベトナム製品

に対する米国の関税が，全体で約40％から

約４％に低下したことで，輸出は急増し同

年には一躍日本向けを抜き首位となった

（第８図）。

米国向けの輸出は，日本と比べると仕様

や選別基準が緩いため，仮に日本より米国

の価格が低い場合でも，米国向けが選好さ

れるという面もあるといわれる。

しかし，ベトナムからの水産物輸入の急

増に対して，米国内では自国水産業や環境
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団体等から反発の声が高まり，ベトナム産

ナマズ（03年７月）とエビ（05年２月）に

対してアンチ・ダンピング（AD）課税が

発動された。

エビのAD提訴は，ベトナム，インド，

中国，タイ，ブラジル，エクアドルの６か

国に対し行われた。米国には主にトロール

漁によるエビ漁獲量が約15万トンあり，消

費全体に占める割合は限られていても，国

内生産者保護のためには全面的に市場原理

にゆだねない姿勢をとっている。ナマズの

AD提訴は，より極端な国内保護の事例で

あろう。

米国のエビ輸入先をみると，提訴された

６か国で全輸入の77％（03年）を占めてお

り，特に中国，ベトナム，ブラジルなど新

興のエビ輸出国で大きな伸びがみられる

（第２表）。AD提訴に対して，ベトナム側

はエビ価格が低いのは賃金，自然条件によ

るもので，政府の資金援助等によるもので

はないと主張したが，04年11月にAD措置

資料　VASEP, 水産省 

６０ 
（％） 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 
９７ 
年 

９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ 

第8図　ベトナム水産物輸出における 
　    日・米・EUのシェアの変化 
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日本市場はますます調整品の輸入ウェイト

が高まっている（05年で約６万トン）。

こうしたなかで対日輸出国は，80年代後

半以降日本のエビ輸入が急増した時代は，

インド，インドネシア，タイからの輸入が

中心を占めていたが，近年こうした諸国の

シェアが低下し，ベトナム，中国産のシェ

アが第９図にみるように一貫して上昇して

いる。

ベトナムのエビは食味が良く，特にブラ

ックタイガーは加熱調理すると綺麗な赤色

になる点が日本の市場では評価されてい

る。インドネシアが米国のAD対象外とな

ったことで，「好条件」が享受できる米国

向けシフトを強めたことも，ベトナムの対

日シェア上昇の一因となった。

またベトナム産のエビ調整品は，現在は

中国とほぼ並ぶ２割程度のシェアを獲得し

ている（価格ベースではベトナムが２位）。

（４） 急拡大したEU市場

EU市場はベトナムにとり大きな潜在マ

が最終決定され，各輸出業者に4.13～25.75

％（平均で4.58％）AD税の賦課が決まった。

中国には05年１月に27.89～112.81％とより

高率の課税が，また他の４か国についても

低率ながらAD課税措置が決定された。

（３） ベトナムの存在が大きい日本市場

ベトナムの水産物輸出はもともと日本向

けを軸に発展してきたが，00年以降は米国

向けの輸出が飛躍的に伸びる一方，日本向

けは日本の景気低迷等から鈍化したため，

01年には米国に最大の輸出先の座を明け渡

した。しかし，米国でのAD提訴を契機と

する対日輸出シフトもあり，04年以降は再

び日本向けが首位となっている（前掲第８

図）。

また，日本からみてもベトナムは水産物

輸入先として第８位であり，冷凍エビでは

最大の輸入先である。輸入水産物ではエビ

が７割程度と圧倒的だが，イカ（輸入先で

第２位），タコ（同５位），キハダマグロ

（同９位），メバチマグロ（同６位）の輸入

も多い。

日本のエビの輸入についてみると，冷凍

エビ輸入量そのものは，80年代後半に急増

し94年に30.3万トンのピークを記録した

後，長期の消費不況，企業交際費の削減，

円高傾向の反転等から大きく落ち込み，98

年以降は23～24万トンのレンジで推移して

いる（第９図）。

他方，日本では食の外部化・簡便化の傾

向を反映して，加工製品であるエビ調整品

の輸入量は年々過去最高を更新しており，

資料　財務省「貿易統計」から作成 
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第9図　我が国のエビ輸入量（冷凍）と 
           輸入国別シェアの推移　　　 
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ーケットであったが，EUは域外からの輸

入食品に対して衛生・安全面で多くの規制

を設けていること等から，ベトナムにとっ

て参入のハードルの高い市場であった。こ

の障壁をクリアするため，90年以降ベトナ

ムの水産物加工業者はHACCP導入を目標

に設備投資や衛生管理を進めてきた。

99年に一部ベトナム企業の水産物が，

EUの品質安定基準の認可を得たことが契

機となりEU向けの輸出が始まったが，03

年以降の伸びは著しいものとなっている。

04，05年には前年比50％以上の大きな伸び

を記録し，AD提訴による対米輸出の減少

を補う形となっている。05年のベトナムの

水産物輸出市場別シェアは，日本31％，米

国23％，EU14％である。

EU向けの輸出急増は，水産物消費の上

昇トレンドに加え，狂牛病や口蹄疫の発生，

特に昨年は鳥インフルエンザ懸念が消費を

押し上げ，それが域外からの水産物輸入の

増加につながった。ベトナムのEU向けの

輸出品目は，米・日向けでは

７割に達するエビ等の冷凍甲

殻類の比率が４割弱と低く，

代わりにナマズ，イカ，タコ

類が大きな割合を占めている

のが特長である。EUのエビ

輸入先としては域内のシェア

が高く，域外ではブラジル，

インド，エクアドル，バング

ラディシュが主な供給国にな

っている。
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（５） 二極化するエビ生産国

90年代後半以降のエビ市場のグローバル

化と拡大の過程で，エビ生産量は全体とし

て大きく伸びているが，他方で生産国間で

の二極化が進行していることが注目され

る。

養殖エビの生産についてみると，新興国

として急速に生産を増加させた国として，

中国，ベトナム，ブラジル，メキシコがあ

り，他方，従来からの輸出国であるタイ，

エクアドル，フィリピンなどは停滞ないし

減少している（第３表）。新興輸出国は米

国市場をとらえることで輸出を伸ばす一

方，生産が減少したタイなどでは日本向け

を減らし米国市場に特化する動きが出てい

る。

こうした変化を生む要因は複雑な面があ

るが，一般に新興国の方が生産環境，賃金

条件等が優位であり，一方で伝統的な輸出

国では集約的養殖の持続性の隘路に突き当

たるという問題が指摘できる。また，近年，

（単位　千トン）

中国 
タイ 
ベトナム 
インドネシア 
インド 

ブラジル 
エクアドル 
バングラデシュ 
メキシコ 
フィリピン 

その他共合計 

アジア上位５か国 
生産シェア（％） 

資料　FAO “Globefish” ２００５ 0ct

第3表　養殖エビの推定生産量の推移 

７８．４ 
２６０．７ 
５５．３ 
１４６．６ 
７０．０ 

２．０ 
１０５．６ 
３４．０ 
１５．９ 
９０．５ 

９２９．８ 

６５．７ 

９５年 

１０２．９ 
２２７．６ 
４９．３ 
１６７．４ 
６６．９ 

３．６ 
１３２．７ 
５６．５ 
１７．４ 
４１．６ 

９４５．９ 

６４．９ 

９７ 

１７０．８ 
２７５．５ 
５７．４ 
１４０．９ 
７８．６ 

１６．１ 
１１９．７ 
８１．１ 
２９．１ 
３９．３ 

１，０９４．３ 

６６．１ 

９９ 

３０４．２ 
２８０．０ 
８０．０ 
１４９．２ 
１０２．９ 

４０．０ 
６０．０ 
６０．０ 
４８．０ 
４２．４ 

１，２７０．９ 

７２．１ 

０１ 

３９０．０ 
２６０．０ 
２２０．０ 
１６０．０ 
１５５．０ 

９１．０ 
８０．０ 
７０．０ 
４８．０ 
４２．０ 

１，６５５．８ 

７１．６ 

０３ 

４５０．０ 
２７０．０ 
３００．０ 
３００．０ 
１７０．０ 

９０．０ 
９０．０ 
７７．０ 
５０．０ 
４３．０ 

１，９８４．７ 

７５．１ 

０５ 

４７４．０ 
３．６ 

４４２．５ 
１０４．６ 
１４２．９ 

４，４００．０ 
△１４．８ 
１２６．５ 
２１４．５ 
△５２．５ 

１１３．５ 

０５/９５ 
変化率 
（％） 
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生産性の高いバナメイ種の導入や切替えが

進んでいることも，生産国間での二極化に

影響を与えていると考えられる。

バナメイはもともと中・南米地域で多く

養殖されていたが，ここ５年位の間に東南

アジア（タイ，インドネシア）や中国等で

養殖量が急速に拡大したことで，既に数量

的には世界のエビ生産の主流になってい

る。また，淡水での高密度の集約養殖が可

能なため（病気にかかりにくい），同じ容積

の養殖池でブラックタイガーの２～３倍近

い量が獲れ，かつ成長が早いことから価格

は約２割程度低いとされる。

ベトナムのエビ養殖は品種的にはブラッ

クタイガーにほぼ特化しているが，バナメ

イ養殖が世界的に広がるなかで，生産国間

の序列は再び変動する可能性があろう。

（１） 輸出市場と課題

水産省によると，ベトナムの水産物輸出

額は06年上半期で13.4億ドル，対前年比

25.4％の高い伸びを持続している。輸出数

量は伸び悩んでいるが，世界的な水産物需

要の高まりから価格上昇がリードする構図

となっている。

水産物需要は，先進国を中心に健康志向

の高まり等から水産物消費の増勢が定着

し，さらに鳥インフルエンザ等の懸念が消

費を押し上げている。また，先進国以外で

も所得上昇を背景に，今後新たな輸入市場

として登場してくる可能性がある。さらに

中国などは現在エビ等の有力な水産物輸出

国であるが，国内消費の伸びから将来輸出

余力が減退する可能性は十分にある。

こうしたなかで，ベトナムの水産物輸出

は，需給面で有利な輸出環境を当面享受で

きると考えられる。強い水産物需要に対し

て，ベトナムは海面漁業こそ資源制約が大

きいものの，養殖については依然拡大余地

があり，また加工部門も相当整備されてお

り，WTO加盟等の自由化も手伝って，輸

出ポジションはより強化される方向にある

と考えられる。

より長期的な視点から，ベトナムの水産

物輸出の競争力を維持するためには，新市

場の開拓や加工度の上昇，また生産・加工

トータルな品質管理，安全性，商品開発力

などが必要とされよう。特に，先進国では

食品安全基準が年々厳しくなっており，そ

の対応力が輸出を左右する条件となってき

ている。

こうした課題を克服していくためには，

生産者と加工者との間で安定的な提携関係

を構築できるかが大きな決め手になろう。

ベトナム経済の発展に大きな貢献をしてい

る水産業も，その土台を支える漁・農村の

生活水準は低く，低賃金，零細投資が国際

競争力の源泉となっている側面も見逃せな

い。インフラ，フォーマルな信用供与，高

品質の種苗，専門家による技術普及，病気

管理，市場情報等，生産レベルでの近代化

はまだ立遅れているのが実情である。加工

企業や政府との連携の下で，一部生産者だ

けでなく地域全体が改善に取り組む協力関
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４　ベトナム水産業の将来と課題



係が形成されることが望ましい。その点で

日本の農協や漁協の事例は，ベトナムでも

参考になる点が大きいと思われる。

（２） 内需拡大の可能性

これまでベトナムの水産業を輸出の観点

からみてきたが，今後は内需が相当伸びて

くる可能性が高いことも忘れてはならない

点である。

ベトナムの１人当たりの年間水産物消費

量は年々増大しているが03年で17.5kgに過

ぎず，日本（66.2kg）はおろか欧米の20kg

台と比較してもまだ低い。また，エビなど

の甲殻類消費では1.3kgと，エビの大輸出

国でありながら，輸出先の日本（9.0kg）や

欧米（４kg台）と比べて著しく少ない。

ベトナムの統計上の消費量はおそらく実

際より過小評価されており，また地域間の

差が大きいという点は別にして，高い経済

成長や水産物を摂る食習慣，流通・コール

ドチェーンの整備等によって，今後の水産

物消費の拡大余地は相当大きいとみられ

る。８千万の人口でエビ消費が１人当たり

１kg増加すると８万トンの需要につながる

インパクトは大きい。

長期的には内需の上昇によって，いわば

経済成長の「代価」としてベトナムが水産

物輸出国としての地位を後退させていく可

能性は大きいようにみえる。

（３） 日本の水産物輸入に与える影響

周知のように，日本の１人当たりエビ消

費量は世界最高であり，そのほとんどは海

外から輸入されている。エビの輸入額は05

年で調整品を加えると26億ドルに達し，こ

の額はトウモロコシの輸入額とほぼ同じで

あり，小麦の２倍以上の額に相当する。

しかし，エビに限らず日本の水産物輸入

はかつての輸出国との二国間関係から，欧

米を含めたグローバル市場のなかでとらえ

る視点がますます不可欠となってきてい

る。欧米の強い水産物需要を受けて，水産

物価格は長期の低落傾向を脱し，昨年以降

価格は明らかに上昇に転じており，国際市

場では欧米に日本がいわゆる「買い負ける」

という現象が起きている。

水産物の国際商品化が進行するなかで，

「安価な輸入エビ・魚」が不変でない状況

が生まれていることを前提に，日本の食料

自給，食生活のあり方を構想する必要が生

まれていると思われる。
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